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　 人口減少時代を迎え、本県の社会減対策として移住・交流居住を推進するため、北陸新幹線の開業により
移動時間が大幅に短縮された首都圏や敦賀開業を控える関西圏を中心に、いしかわ就職・定住総合サポート
センター（ILAC）等と連携して情報の発信や受入態勢の充実等に取り組む。
　今年度は、全国から気軽に参加でき、人と人との接触機会も回避できるメリットを最大限に活かしたオンライン
による移住セミナーを実施するとともに、移住体験機会を倍増させて、更なる移住促進に取り組む。
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課題
施策 地域づくりの推進による石川への人の流れの形成及び移住・定住の促進 評価

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機に地方での暮らしに
関心が高まる中、移住相談窓口であるＩＬＡＣにおいて、暮らしと仕事
をはじめとする様々な相談にワンストップで対応した。
　また、対面での取り組みが制限される中、オンラインによる手法も活
用して、本県での暮らしの魅力を発信する移住セミナーや、本県での
暮らしの魅力を実感いただく移住体験機会の提供に取り組んだ。
　こうした取り組みの結果、令和３年度の県・市町の施策を活用した移
住者数は過去最多の１，４７８人となった。

　今後、さらに移住を促進していくためには、移住希望者の多様な
ニーズを踏まえて、様々な切り口でアプローチし、本県への移住に関
心を持つ方を増やしていくことが重要である。
　具体的には、世界農業遺産認定県と連携した「豊かな自然」をテー
マとした移住セミナーの開催や、本県へのテレワークを活用した転職
なき移住を進めるための支援制度の創設を通じて、本県への移住希
望者の掘り起こしに取り組む。

  石川県人材確保・定住推進機構に委託し、いしかわ就職・定住総合サポートセンター（ILAC）を運営
〇 移住相談窓口への相談員の配置等

・R3年度～：オンラインや現地での移住体験機会の倍増（70件→140件）
・R元年度～：いしかわUIターン大相談会の開催

　いしかわ「第二のふるさと」推進実行委員会に補助金を交付し、以下の事業を実施。
〇 移住に係る経済的負担の軽減
  ・　いしかわ移住パスポート（Ｉパス）の交付
〇 情報発信の強化
　・　北陸３県等による合同移住イベントの開催
　・　首都圏等の子育て世帯を対象とした働きかけの強化
　・　ふるさと回帰支援センターにおけるブース出展等の情報発信
　・　移住ポータルサイト「いしかわ暮らし情報ひろば」やパンフレット、移住専門誌等による情報発信
　・　いしかわ暮らし魅力発信事業の実施
　・　首都圏、関西圏等における移住イベントの開催
　・　いしかわＵＩターン大相談会の開催
　・　いしかわ移住応援特使による移住相談や現地案内等
〇 移住体験機会の提供
　・　短期移住体験事業の実施
　・　市町が実施する移住体験ツアー開催への支援
　・　都市住民への地域活動体験プログラムの提供
　・　企業での就労や地域での交流・体験イベントへの参加機会等を提供する
　　　 いしかわステイサポート事業の実施
　・　地域おこし協力隊の活躍サポート
　・　オンライン移住体験事業の実施
〇 受入体制の整備
　・　郵便局長が行う移住サポーター活動の周知の支援
　・　市町が実施する空き家バンク登録物件の調査への支援
　・　地域で取り組む移住受入体制構築に対する専門家派遣等の支援
　・　移住・交流に関する情報共有、意見交換、研修会の開催等
※上記事業は、国からの補助金等と「いしかわ人材確保・定住推進基金」を財源に実施。

事業費
（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業費
予算 91,085 81,300


